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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基礎と、
　前記基礎上に建てられる上部構造体と、
　前記基礎と前記上部構造体とを連結するトリガーと、
を備え、
　前記トリガーの破断強度は、前記上部構造体に水平荷重が加わった場合における、建物
に必要な強度が規定されている設計規準に基づいて設計した場合の前記上部構造体の設計
上の降伏耐力よりも大きく、前記上部構造体に水平荷重が加わった場合における、前記上
部構造体の真の降伏耐力よりも小さい、建物構造。
【請求項２】
　前記基礎上において前記上部構造体を水平移動可能に支持する滑り支承と、
　前記基礎に対する前記上部構造体の水平移動を抑制するダンパーと、を更に備える、請
求項１に記載の建物構造。
【請求項３】
　前記滑り支承は、滑り板と、前記滑り板の上面又は下面に対して滑動可能に当接する本
体部と、を備え、
　前記滑り板と前記本体部との摩擦係数は、０．１以上０．２以下である、請求項２に記
載の建物構造。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明の一側面は、建物構造に関する。
【背景技術】
【０００２】
　地震に備えた建物の構造として、例えば、免震構造の建物がある。免震構造の建物には
、基礎と、基礎上に建てられた上部構造体との間に免震装置が備えられている。免震装置
は、上部構造体に加わる荷重を低減する機能を有している。このような免震装置を備える
建物が、例えば特許文献１に記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００４－１００９２９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ここで、免震装置を備える建物には、風や小さな振動等によって上部構造体が揺れない
ように、上部構造体と基礎とをつなぐトリガーが設けられている。このトリガーは、風や
小さな振動等による上部構造体の揺れを防止することを目的としている。このため、地震
による揺れが発生した場合にはトリガーが破断し、建物の免震機能が発揮される。すなわ
ち、地震が発生した場合には積極的にトリガーを破断させて免震機能を発揮させる構成で
あるため、地震が発生した場合においてトリガーが破断する頻度が高い。しかしながら、
トリガーが破断すると、基礎と上部構造体とが相対的に移動するため、配管設備等の破損
が生じることがある。
【０００５】
　そこで、本発明の一側面は、免震構造の建物において配管設備等の破損の頻度を抑制す
ることができる建物構造を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の一側面に係る建物構造は、基礎と、基礎上に建てられる上部構造体と、基礎と
上部構造体とを連結するトリガーと、を備え、トリガーの破断強度は、上部構造体に水平
荷重が加わった場合における上部構造体の設計上の降伏耐力よりも大きく、上部構造体に
水平荷重が加わった場合における上部構造体の真の降伏耐力よりも小さい。
【０００７】
　この建物構造において、トリガーの破断強度は、上部構造体に水平荷重が加わった場合
における上部構造体の設計上の降伏耐力よりも大きい。このため、従来のトリガーでは破
断するような規模の地震が生じても、本発明のトリガーは破断しない。すなわち、地震が
生じたとしても、従来に比べてトリガーの破断の頻度を低くすることができる。トリガー
の破断の頻度を低くすることができるため、配管設備等の破損の頻度を抑制することがで
きる。また、上部構造体の真の降伏耐力を超えるような地震が発生した場合には、トリガ
ーが破断して基礎と上部構造体との連結が解除されるため、上部構造体は免震状態となる
。これにより、免震機能が発揮され、上部構造体の破損を防止できる。上部構造体の真の
降伏耐力を超えるような地震が発生したことによってトリガーが破断すると、免震機能が
発揮されて上部構造体が移動することにより、配管設備等が破損することがある。しかし
ながら、大きな地震が発生した場合には、水道やガス等のインフラ設備自体がそもそも機
能していないことが考えられる。従って、このような場合には、トリガーの機能を維持さ
せて配管設備等の破損を防ぐよりも、トリガーを破断させて免震機能によって上部構造体
の損傷を抑制する方が好適である。
【０００８】
　本発明の他の側面に係る建物構造は、基礎と、基礎上に建てられる上部構造体と、基礎
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と上部構造体とを連結するトリガーと、を備え、トリガーの破断強度は、上部構造体に水
平荷重が加わった場合における上部構造体の設計上の降伏耐力を１．０５倍した値よりも
大きい。
【０００９】
　この建物構造において、トリガーの破断強度が上部構造体の設計上の降伏耐力を１．０
５倍した値よりも大きいため、従来のトリガーでは破断するような規模の地震が生じても
、本発明のトリガーは破断しない。すなわち、地震が生じたとしても、従来に比べてトリ
ガーの破断の頻度を低くすることができる。トリガーの破断の頻度を低くすることができ
るため、配管設備等の破損の頻度を抑制することができる。
【００１０】
　建物構造は、基礎上において上部構造体を水平移動可能に支持する滑り支承と、基礎に
対する上部構造体の水平移動を抑制するダンパーと、を更に備えていてもよい。トリガー
が破断した場合、滑り支承とダンパーとによって上部構造体は免震状態に移行することが
できる。従って、設計規準によって規定された水平荷重を超える水平荷重が上部構造体に
加わった場合であっても、上部構造体を適切に免震状態とすることができる。
【００１１】
　滑り支承は、滑り板と、滑り板の上面又は下面に対して滑動可能に当接する本体部と、
を備え、滑り板と本体部との摩擦係数は、０．１以上０．２以下であってもよい。これに
より、トリガーが破断するような大きな水平荷重が上部構造体に加わった場合であっても
、免震状態に移行した上部構造体の滑動変位量を抑制することができる。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明の種々の側面によれば、免震構造の建物において配管設備等の破損の頻度を抑制
することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】実施形態に係る建物の概略構成を示す側面図である。
【図２】トリガーの破断強度を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、本発明の建物構造を適用した建物の実施形態について図面を参照しながら説明す
る。なお、図面の説明において同一の要素には同一の符号を付し、重複する説明を省略す
る。
【００１５】
　図１に示すように、建物１は、例えば、二階建て或いは三階建て等の住宅である。建物
１は、上部構造体１０、免震装置２０、及び基礎３０を有している。基礎３０は、地盤Ｇ
上に設置され、上部構造体１０等を支持する。
【００１６】
　上部構造体１０は、基礎３０上に建てられており、内部に居室等の室内空間を有してい
る。上部構造体１０は、予め定められた設計規準に基づいて設計及び構築されている。こ
こで、予め定められた設計規準とは、日本における建築基準法、又は外国における建物に
関する法律等、建物が満たすべき強度に関する基準を含む種々の法令又は定め等であって
もよい。上部構造体１０は、設計規準に示された強度に関する基準を満たし、耐震構造（
制振構造）を実現できる構造であれば、種々の構造を採用できる。
【００１７】
　ここで、水平方向に荷重が加わった場合における上部構造体１０の降伏耐力として、設
計上の降伏耐力と、真の降伏耐力とがある。設計上の降伏耐力とは、設計規準に基づいて
設計した場合の設計上の降伏耐力である。なお、設計規準では、建物に必要な強度（耐え
ることのできる水平荷重）が規定されている。このため、設計規準に基づいて建物を設計
することとは、設計規準に規定された建物に必要な強度を満たすように設計することをい
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う。すなわち、設計上の降伏耐力は、設計規準によって要求される強度を満たしている。
設計上の降伏耐力とは、例えば、非構造部材の耐力を除外して、構造部材の耐力に基づい
て算出されていてもよい。或いは、設計上の降伏耐力とは、例えば、上部構造体１０を構
成する各部材のばらつきを考慮して算出されていてもよい。
【００１８】
　図２において、建物１に加わる水平荷重と上部構造体１０の層間変形との設計規準に基
づく設計上の関係を、グラフＡ１で示す。グラフＡ１に示すように、建物１の上部構造体
１０に加わる水平荷重の増加に伴って、上部構造体１０の層間変形が進行する。水平荷重
がある荷重に達すると、水平荷重が一定のまま層間変形のみが進行する（すなわち、グラ
フＡ１が水平になる状態）。このときの水平荷重が、設計上の降伏耐力Ａとなる。
【００１９】
　真の降伏耐力とは、上部構造体１０の実際の降伏耐力である。実際の降伏耐力とは、非
構造部材の耐力も考慮して算出されていてもよい。真の降伏耐力は、計算によって算出さ
れてもよく、建物に実際に水平荷重を加えることによって測定されてもよい。
【００２０】
　図２において、建物１に加わる水平荷重と層間変形との実際の関係を、グラフＢ１で示
す。グラフＢ１に示すように、建物１の上部構造体１０に加わる水平荷重の増加に伴って
、上部構造体１０の層間変形が進行する。水平荷重がある荷重に達すると、水平荷重が一
定のまま層間変形のみが進行する（すなわち、グラフＢ１が水平になる状態）。このとき
の水平荷重が、真の降伏耐力Ｂとなる。真の降伏耐力Ｂは、設計上の降伏耐力Ａよりも大
きい。
【００２１】
　免震装置２０は、基礎３０と上部構造体１０との間に設置される。免震装置２０は、滑
り支承２１、ダンパー２２、及びトリガー２３を有している。
【００２２】
　滑り支承２１は、上部構造体１０の重量を基礎に伝達する。更に、滑り支承２１は、上
部構造体１０を基礎３０上で水平方向に移動させる。具体的には、滑り支承２１は、滑り
板２１ａ、及び本体部２１ｂを有している。滑り板２１ａは、基礎３０の上面に固定され
ている。本体部２１ｂは、上部構造体１０を支持すると共に上部構造体１０の下部に固定
されている。本体部２１ｂは、滑り板２１ａの上面に当接し、滑り板２１ａの上面で滑動
することができる。滑り板２１ａと本体部２１ｂとの摩擦係数は、０．１以上０．２以下
とすることができる。滑り支承２１は、上部構造体１０が滑動可能であれば種々の構造の
滑り支承を用いることができる。例えば、滑り板２１ａが上部構造体１０の下部に固定さ
れ、本体部２１ｂが基礎３０の上面に固定されていてもよい。この場合、滑り板２１ａの
下面が滑り板２１ａの上面に滑動可能に当接することによって、滑り板２１ａは、本体部
２１ｂの上面で滑動する。
【００２３】
　ダンパー２２は、滑り支承２１によって水平移動する上部構造体１０の移動を制限する
。ダンパー２２による上部構造体１０の移動の制限とは、上部構造体１０の移動速度の抑
制、及び移動範囲の制限を含んでいてもよい。ダンパー２２として、例えば、オイルダン
パー、鋼材ダンパー等、種々のダンパーを用いることができる。ダンパー２２は、滑り支
承２１によって水平方向に活動する上部構造体１０の移動範囲を、一例として約３５０ｍ
ｍ以下に制限してもよい。
【００２４】
　トリガー２３は、上部構造体１０と基礎３０とを連結する。トリガー２３は、上部構造
体１０と基礎３０とを連結した状態において、滑り支承２１による上部構造体１０の水平
移動を規制する。また、トリガー２３は、所定の水平荷重が上部構造体１０に加わった場
合に破断する。トリガー２３の破断強度Ｃは、図２に示すように、水平荷重が加わった場
合における上部構造体１０の設計上の降伏耐力Ａよりも大きく、水平荷重が加わった場合
における上部構造体１０の真の降伏耐力Ｂよりも小さい。トリガー２３は、一例として、
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破断可能な金属製の部材等を用いることができる。なお、トリガー２３として、破断式以
外のトリガーを用いてもよい。例えば、トリガー２３として、上部構造体１０と基礎３０
との結合が機械的に解除されるトリガーを用いてもよい。
【００２５】
　次に、上部構造体１０に水平荷重が加わった場合の各部の状態について説明する。上部
構造体１０に加わる水平荷重がトリガー２３の破断強度を超えるまでは、トリガー２３に
よって上部構造体１０と基礎３０とが連結されている。すなわち、設計規準に基づいて設
計された上部構造体１０の構成によって、上部構造体１０は耐震構造（制振構造）として
修復性を発揮する。このように、設計規準で規定された地震（極めて稀に起きる地震）ま
では、建物１は耐震構造（制振構造）として損傷を抑制する。
【００２６】
　一方、上部構造体１０に対してトリガー２３の破断強度を超える水平荷重が加わった場
合、トリガー２３が破断する。この場合、上部構造体１０は、ダンパー２２によって移動
が制限されつつ、滑り支承２１によって水平移動する。すなわち、上部構造体１０は免震
状態として修復性を発揮する。このように、設計規準で規定された地震を超える地震（極
めて大きな地震）が生じた場合、建物１は免震状態として損傷を抑制する。
【００２７】
　なお、滑り支承２１及びダンパー２２が動作する場合とは、設計規準で規定された地震
を超える地震が生じた場合である。このため、設計規準で定められた免震構造において用
いられる滑り支承の摩擦係数（滑り板と本体部との摩擦係数）よりも、本実施形態におけ
る滑り支承２１の摩擦係数（滑り板２１ａと本体部２１ｂとの摩擦係数）の方が大きい。
また、免震構造において用いられるダンパーの抵抗力よりも、本実施形態におけるダンパ
ー２２の抵抗力の方が大きい。これらにより、設計規準で規定された地震を超える地震が
生じ、トリガー２３が破断した場合であっても、免震状態に移行した上部構造体１０の水
平移動を抑制できる。
【００２８】
　ここで、トリガー２３が破断した場合における上部構造体１０の水平移動を、ワイヤー
等で引っ張って強制的に止めることが考えられる。しかしながら、上部構造体１０が水平
移動したことによってワイヤーが弛んだ状態から張った状態になると、ワイヤーが張った
状態になったときに上部構造体１０に大きな衝撃力が加わる。この衝撃力によって、上部
構造体１０が損傷することが考えられる。また、水平移動を強制的に止めるワイヤー等を
有していない場合、上部構造体１０の水平方向の移動量が、滑り支承２１が許容する移動
量を超えてしまうことがある。この場合、滑り支承２１の本体部２１ｂが滑り板２１ａか
ら外れる等により、上部構造体１０を元の位置に戻すことができなくなることが考えられ
る。或いは、上部構造体１０の水平方向の移動量が大きいために、上部構造体１０が隣地
の建物等に衝突してしまうことも考えられる。このため、本実施形態の建物１は、上述し
た構成の滑り支承２１及びダンパー２２を用いて上部構造体１０の水平移動を抑制するこ
とで、通常の免震構造の建物よりも上部構造体１０の損傷を抑制することができる。
【００２９】
　本実施形態は以上のように構成され、トリガー２３の破断強度は、上部構造体１０に水
平荷重が加わった場合における上部構造体１０の設計上の降伏耐力よりも大きい。このた
め、従来のトリガーでは破断するような規模の地震が生じても、本実施形態のトリガー２
３は破断しない。すなわち、地震が生じたとしても、従来に比べてトリガーの破断の頻度
を低くすることができる。トリガー２３の破断の頻度を低くすることができるため、配管
設備等の破損の頻度を抑制することができる。また、上部構造体１０の真の降伏耐力を超
えるような地震が発生した場合には、トリガー２３が破断して基礎３０と上部構造体１０
との連結が解除されるため、上部構造体１０は免震状態となる。これにより、免震機能が
発揮され、上部構造体１０の破損を防止できる。上部構造体１０の真の降伏耐力を超える
ような地震が発生したことによってトリガー２３が破断すると、免震機能が発揮されて上
部構造体１０が移動することにより、配管設備等が破損することがある。しかしながら、
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大きな地震が発生した場合には、水道やガス等のインフラ設備自体がそもそも機能してい
ないことが考えられる。従って、このような場合には、トリガー２３の機能を維持させて
配管設備等の破損を防ぐよりも、トリガー２３を破断させて免震機能によって上部構造体
１０の損傷を抑制する方が好適である。
【００３０】
　また、トリガー２３は、上部構造体１０の設計上の降伏耐力よりも大きな水平荷重が上
部構造体１０に加わった場合に破断する。すなわち、トリガー２３が破断する前の状態に
おいては、設計規準に基づいて設計された上部構造体１０の構成によって、上部構造体１
０は耐震構造（制振構造）として修復性を発揮する。一方、トリガー２３が破断した状態
においては、基礎３０と上部構造体１０との連結が解除されるため、上部構造体１０は免
震状態として修復性を発揮する。このように、建物１は、トリガー２３の破断前、すなわ
ち設計規準によって規定された水平荷重の範囲内においては、制限の少ない耐震構造（制
振構造）として機能する。言い換えると、建物１は、設計規準によって規定された強度を
耐震構造（制振構造）として満たしているため、設計規準における免震構造に関する種々
の制限を受けない。また、設計規準上は、耐震構造（制振構造）の建物１となるため、種
々の制限を受ける免震構造の建物の場合と比べて、建物１が所定条件を満たしているか等
の確認のための申請が容易となる。以上のように、建物１の建物構造によれば、免震構造
の思想を取り入れつつ、仕様の制限を受けることを抑制することができる。
【００３１】
　また、トリガー２３は、上部構造体１０に加わる水平荷重が上部構造体１０の真の降伏
耐力を超える前に破断する。すなわち上部構造体１０の層間変形が大きく進行する前にト
リガー２３が破断する。これにより、設計規準によって規定された水平荷重を超える水平
荷重が上部構造体１０に加わった場合であっても、上部構造体１０は免震状態として修復
性を発揮することができる。
【００３２】
　免震装置２０は、滑り支承２１と、ダンパー２２とを有している。これにより、トリガ
ー２３が破断した場合、滑り支承２１とダンパー２２とによって上部構造体１０は免震状
態に移行することができる。従って、設計規準によって規定された水平荷重を超える水平
荷重が上部構造体１０に加わった場合であっても、上部構造体１０を適切に免震状態とす
ることができる。
【００３３】
　滑り板２１ａと本体部２１ｂとの摩擦係数は、０．１以上０．２以下とする。この場合
、トリガー２３が破断するような大きな水平荷重が上部構造体１０に加わった場合であっ
ても、免震状態に移行した上部構造体１０の滑動変位量を抑制することができる。
【００３４】
　以上、本発明の実施形態について説明したが、本発明は、上記実施形態に限定されるも
のではない。例えば、トリガー２３の破断強度は、設計上の降伏耐力Ａのみに基づいて設
定されていてもよい。具体的には、トリガー２３の破断強度は、水平荷重が加わった場合
における上部構造体１０の設計上の降伏耐力Ａを１．０５倍した値よりも大きい値に設定
する。この場合であっても、上記実施形態と同様に、トリガー２３の破断強度が上部構造
体１０の設計上の降伏耐力を１．０５倍した値よりも大きいため、従来のトリガーでは破
断するような規模の地震が生じても、本実施形態のトリガー２３は破断しない。すなわち
、地震が生じたとしても、従来に比べてトリガーの破断の頻度を低くすることができる。
トリガー２３の破断の頻度を低くすることができるため、配管設備等の破損の頻度を抑制
することができる。また、上記実施形態と同様に、建物は、設計規準によって規定された
強度を耐震構造（制振構造）として満たしているため、設計規準における免震構造に関す
る種々の制限を受けない。従って、この建物の建物構造によれば、免震構造の思想を取り
入れつつ、仕様の制限を受けることを抑制することができる。なお、上部構造体１０の真
の降伏耐力Ｂが、設計上の降伏耐力Ａに対して余裕がある（十分に大きい）場合がある。
この場合、トリガー２３として、上部構造体１０の設計上の降伏耐力Ａを１．２５倍した
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値よりも大きい破断強度を有するトリガー、或いは、１．５倍した値よりも大きい破断強
度を有するトリガーを用いることができる。
【００３５】
　なお、上部構造体１０を免震状態とするために、滑り支承２１とダンパー２２とを用い
ることは必須ではなく、他の免震装置を用いてもよい。
【符号の説明】
【００３６】
　１…建物、１０…上部構造体、２０…免震装置、２１…滑り支承、２１ａ…滑り板、２
１ｂ…本体部、２２…ダンパー、２３…トリガー、３０…基礎、Ａ…設計上の降伏耐力、
Ｂ…真の降伏耐力、Ｃ…破断強度。

【図１】 【図２】
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